
チラシ等のサンプルについて 

チラシ①：「４号機建屋の健全性」 

チラシ②：「廃炉に向けた取組」 

チラシ③：「東京電力からのお知らせ」 

自治体説明用：「中長期ロードマップ進捗状況」 
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東京電力㈱福島第一原子力発電所４号機原子炉建屋の健全性について 政府・東京電力中長期対策会議 
運営会議 

4号機原子炉建屋は、水素爆発により建屋の上部が損傷した状態となっておりますが、再び東北地方太平洋沖地震と同程度の地震（震度6強）が発生しても使用済燃料プール
を含め原子炉建屋の耐震性が十分であること、建屋は傾いていないことを確認しております。しかし、政府・東京電力は、現状を楽観視することなく、科学的知見に基づい
て常に厳しく現実を直視し、対策を進めてまいります。こうした観点から、使用済燃料プールからの一刻も早い燃料の取り出しに向けて全力で取り組んできております。 

裏面へ続きます 

建屋が傾いていないことを確認しました 

水面は常に水平であることを利用して、5階床面と原子炉ウェルおよび使用
済燃料プールの水面の距離を各々４隅(8ケ所)測定し、4隅の測定値がほぼ同
じであることから、床面と水面は平行であり、建屋が傾いていないことを確
認しました（平成24年2月7日、4月12日、５月１８日の３回実施済）。 

距離 距離 

1）建屋が傾いていない場合 

距離がほぼ同じ 

距離 距離 

2）建屋が傾いている場合 

距離が異なる 

5階床面 

北 

機器貯蔵プール 
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使用済燃料プール 
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：測定箇所 
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測定箇所（5階床面） 

測定方法 
※測定は、目視により行っているため 

若干の誤差が考えられます。 

5階床面 

鋼製定規 

測定値 

使用済燃料プール、 
原子炉ウェル水面 

測定結果 
※H24.2.7は原子炉ウェルのみを測定しました。 

※水位は冷却設備の運転状況により日によって変化します。 

単位[ｍｍ] 単位[ｍｍ] 

＜燃料の取り出しに向けた取り組み＞ 

  

原子炉建屋 

雨水浸入対策 
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燃料取り出し用カバー 
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余震に対する耐震性を確認しました 
①水素爆発による損傷を考慮した解析モデルを用いて解析評価を行い、再び東北
地方太平洋沖地震と同程度の地震（震度6強）が発生しても、原子炉建屋全体が
十分な耐震安全性を有していることを、外部専門家から意見を伺いつつ確認しま
した。 

②建屋の損傷やプール水が高温になった影響を考慮した高度な解析モデルによ
り、使用済燃料プールの壁や床の部材の強度が十分であることを確認しました。 

原子炉建屋断面図 解析モデル(水平方向) 
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原子炉建屋断面図 

解析モデル 
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 モデル化範囲 
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なお、使用済燃料プールからの水漏れや周辺の壁の損傷は確認されていません。 
使用済燃料プールにおいては、撮影された写真から一定の水量が注水されており、プール下
部にあたる2階で漏水等が発生していないことを確認しています。 
プール周辺の壁（シェル壁）については、1・2階は調査により損傷が無いことが確認できて
おり、3階についても厚さが1850ｍｍであることから損傷が無いものと評価しています。 

プール下部(床の状況) 
プール内の状況 

2階シェル壁の状況 
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建屋各階の重量を黒丸に 

置き換え(モデル化)、耐 

震性について解析評価 

平成２４年６月 

チラシ①

1



※鋼製支柱(緑)の設置後、コンクリート壁(赤)を構築 
 

※ 工事完了：平成23年7月30日 
※ 写真撮影：①平成23年5月21日 ②平成23年6月15日 ③平成23年5月20日 

建屋の定期的な点検（第1回）を行いました 
第１回目の定期的な点検を平成24年5月17日～23日に実施しました。点検の結果、
建物全体及び使用済燃料プールが地震に対して耐震性が十分であることを確認しま
した。今後も定期的に点検を実施し、原子炉建屋全体の健全性を確認します。 

政府による視察確認 
平成24年4月23日に中塚副大臣ほか、５月２６日に細野大臣、柳澤副大臣、園田政

務官ほか政府関係者が4号機原子炉建屋を視察し、建屋の健全性を確認しました。 

５階における使用済
燃料プール水面と床
面の水平度を測定す
る方法の確認の様子。 
(5月26日)       

２階における使用済 
燃料プール底部に設
置した支持構造物に
よる補強の状況の確
認の様子。 
(4月23日）      

＜燃料の取り出しに向けた取り組み＞ 

  

原子炉建屋 

雨水浸入対策 

北 

燃料取り出し用カバー 

4号機燃料取り出し用カバーのイメージ 

燃料取り出し用カバー工事に着手しました 

燃料取り出しのための設備の支持、作業環
境の整備および燃料取り出し作業に伴い発
生する放射性物質の飛散・拡散抑制を目的
に設置する【燃料取り出し用カバー】工事
を平成24年4月17日に着手しました。 

燃料の取り出しを着実に進めます 
燃料取り出し用カバーの完成後、燃料をより安定的な貯蔵状態とするため、燃料
の状態を確認した上で、発電所内にある共用プールに輸送容器を用いて移送しま
す。燃料取り出しの開始は、平成25年中が目標です。 

   
共用プール 構内移送 

使用済燃料プール 

使用済燃料貯蔵ラック 

燃料取り出し用カバー 
作業環境整備区画（点線内） 

燃料集合体 

   
 

原子炉建屋 

構内用輸送容

燃料取り出し 

クレーン 

燃料取扱機 

燃料取扱 
設備 

※燃料取り出し用カバー及び燃料取扱設備（クレーン、燃料取扱機） 
 を設置し、使用済燃料プール内の燃料の取り出し作業を行います。 

鋼製支柱 

③ 2階シェル壁の表面 

（ｺﾝｸﾘｰﾄ壁構築前） 

余震に対する耐震性の確認（前頁参照）に加え、さらに使用済燃料プール底部を補強
して、耐震余裕度を20％以上向上させました。 

使用済燃料プールの底部を補強しました 
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① プール下階からの見上げ 
（ｺﾝｸﾘｰﾄ壁構築前） 

② 鋼製支柱 
（ｺﾝｸﾘｰﾄ壁構築前） 

＜ｺﾝｸﾘｰﾄ壁打設前＞ 

＜ｺﾝｸﾘｰﾄ壁打設後＞ 
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②の点検結果を受け、原子力安全・保安院は東京電力に対して、膨らみを計測した外
壁面の詳細な現場確認と健全性評価を行い、原子炉建屋及び使用済燃料プールの耐震
性安全性の詳細評価を行うよう指示しました。これは、現状を常に厳しく評価すると
の観点から行うものです。 

原子炉建屋上部の瓦礫の撤去を進めており、使用済燃料プール近傍の瓦礫撤去は完了
しました。現在、同プールの逆側（北側）の瓦礫撤去を進めており、原子炉建屋上部
の全ての瓦礫撤去は、平成24年度半ばに完了予定です。 

平成24年５月 平成23年7月 

 

5階床レベル 

5階床レベル 

H24年度半ばに 
撤去完了予定 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

・経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課 原子力発電所事敀収束対応室 03-3580-3051 

・経済産業省原子力安全・保安院企画調整課 東京電力福島第一原子力発電所事敀対策室   03-3501-9547 

②建屋が 

傾いていない 

ことの確認 

（外壁測定） 

①建屋が 

傾いていない 

ことの確認 

（水位測定） 

③目視点検 
④コンクリートの 

強度確認 

建築基準法の制限値以内ではあ
るものの、外壁の一部に局所的
な膨らみを計測。しかし、建物
全体では傾きは無いことを確認 

1mm以上のひび割れや鉄筋 
の腐食の可能性のあるひび 
割れがないことを確認 

設計基準強度22.1N/mm2以上 

であることを確認 

建屋上部・使用済燃料プール側の瓦礫撤去を完了しました 

燃料取り出し作業のイメージ 

（4号機原子炉建屋の外観） 

5階床面とプール水面が平行 
であることを確認 
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 政府・東京電力中長期対策会議からのお知らせ  

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃炉に向けた取組について（平成２４年１２月） 

Ａ．原子炉建屋からの新たな放射性物質放出による影響は、 

 自然放射線による年間線量の約１／７０程度です。 

A．原子炉は安定的に冷温停止状態（約30～50℃）  

 が維持されています。 

 現在、原子炉建屋からの放射性物質の放出量は、１～４号機合計で最大約0.1億

ベクレル／時（事敀当初の約八千万分の一）と評価しています。 

 これによる発電所敷地境界における被ばく線量の評価値※は0.03mSv／年とな

り、自然放射線による年間線量（日本平均2.09mSv／年）の約１／７０程度です。 

  

＜１～３号機からの放射性物質（セシウム）の一時間当たりの放出量＞ 

 炉内に燃料デブリ（溶融し再固化した燃料）が残されている１～３号機の原子炉

を安定的に冷却するため、炉内の冷却に使用したのち建屋外に漏れ出た水をポンプ

で汲み上げ、セシウムや塩分を除去した上で再び冷却水として利用する、注水冷却

システムを構築し、安定的に炉内に冷却水を注水しています。 

 配管などから漏水トラブルが発生しましたので、再発防止のため、現在、より耐

久性の高いポリエチレン管への交換を進めています。 

塩水 淡水 

貯留水タンク 

Q．原子炉は安全な状態になっているのですか。 Q．放射性物質の放出は続いているのですか。 

☆政府・東京電力中長期対策会議では、廃炉に向けた取組状況について、住民の皆様にご理解をいただくため、定期的に作業の進捗等をご報告することと 
 いたしました。今後とも、地域及び国民の皆様のご懸念やご疑問に答えていけるよう、きめ細かく取り組んでまいります。 

＜原子炉を冷却するためのシステム概略図＞ 

（※）発電所敷地境界で線量を実測する場合は、事敀以降、これまでに放出された放射性物質の影響が加
わります。 
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４号機原子炉建屋の健全性を確認しました。 

     
原子炉建屋に恒常的に流入している地下水は浄化し、
滞留水の処理・管理を確実に行っています。        

○光学機器により外壁面の変形確認を実施し、建屋が傾いていないこと
を確認。 

 平成２４年１１月、４号機の原子炉建屋及び使用済燃料プールの健全性確認の

ための第３回定期点検を実施しました。 

 爆発等による損傷の影響を考慮した評価により、東北地方太平洋沖地震と同程

度の地震（震度６強）に対しても健全であることを確認しました。 

○健全性を損なう可能性のあるひび割れ（１mm以上のひび割れ、鉄筋腐
食の原因となりうるひび割れ）がないことを確認。 

水平差 

１階定点 

上部階定点 

光学機器 

○コンクリートが設計基準（22.1N/mm2）以上の強度があることを確認。 

＜セシウム除去装置(稼働中)＞ 

＜多核種除去装置(建設中)＞ 

 1日４００ｍ３程度の地下水が原子炉建屋等へ流入し続けています。処理水の

海への安易な放出を行わないため、貯水タンクの増設、地下水流入量低減対策、

貯留水浄化対策等に取り組んでいます。 

＜大型鋼製丸形タンク＞ 
＜第3回定期点検結果＞ 

○現在の処理水タンク容量は約２２万ｍ３。今後３年間の処理水量を
想定し、必要に応じ、最大７０万ｍ３までタンクの増設を行う計画。 

○地下水を揚水して建屋付近の水位を下げ、
建屋への流入量を低減する地下水バイパス
を設置中。 

○貯留水から大部分の放射性物質を
除去できる設備を設置中。 

透水層 

難透水層 

揚水井 
原子炉建屋 

タービン建屋 

揚水井 

地下水の流れ（山側→海側） 

＜地下貯水槽（断面図）＞ 

○最近の取組について（平成24年12月現在） 

 
○最近の取組について（平成24年12月現在） 
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 政府・東京電力中長期対策会議では、｢東京電力(株)福島第一原子力発電所１～

４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ｣に沿って、政府と東京電力が一

体となって１～４号機の廃炉に向けた取組に全力で取り組んでおります。 

 当ロードマップでは、ステップ２完了（２０１１年１２月）後、廃止措置終了ま

での期間を３つに区分して目標時期を定め、今後実施する主要な現場作業や研究開

発等のスケジュールを示しています。 

【第１期】(ステップ２完了後２年以内)：ステップ２完了～使用済燃料プールから 

     の使用済燃料取り出し開始 

【第２期】(ステップ２完了後１０年以内)：第１期終了後～原子炉からの燃料デブ 

     リ※取り出し開始 

【第３期】(ステップ２完了後３０～４０年後)：第２期終了後～廃止措置終了 

      （※） 燃料と被覆管等が溶融し再固化したもの。 

○中長期ロードマップの概要 ○これまでの主な進捗状況（平成24年1２月現在） 

 １．使用済燃料プールからの燃料取り出し作業 

4号機 

2011/9/22 2012/7/5 

EV設置 

24年7月、建屋上部ガレキ撤去完了。 25年度中頃までにクレーン
等を備えた建屋カバー設置 

3号機 建屋上部ガレキ撤去中(～24年度末) 26年初旬までにクレーン等
を備えた建屋カバー設置 

25年12月までに
燃料取り出し開始 

26年末までに燃
料取り出し開始 

1･2号機 3、4号機の知見・実績を踏まえて第2期中頃の取り出し開始を目指す。また、これまでに、遠隔操
作ロボットを用いた建屋内の調査などを実施しています。 

２．原子炉格納容器の内部状態調査／破損箇所調査 

24年10月に遠隔調査を実施。格納容器内水位約
2.8ｍ、雰囲気線量最大11.1Sv/h、等を確認。 

1号機 

2号機 

3号機 

24年1月、3月に遠隔調査を実施。格納容器内水位
約60cm、雰囲気線量最大73Sv/h、等を確認。 

内部調査に向けて、除染や遮へい等、作業環境を整
えるための準備作業を実施中。 

24年6月、破損が疑われるトーラス室の内部を
遠隔調査したが、破損箇所は未特定。 

24年6月、破損が疑われるトーラス室の内部を
遠隔調査したが、破損箇所は未特定。 

24年7月、破損が疑われるトーラス室の内部を
遠隔調査したが、破損箇所は未特定。 

３．プラントの安定状態維持に向けた作業 

格納容器内部状態調査 格納容器破損箇所調査 

【本資料に関するお問い合わせ先】 
 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力発電所事敀収束対応室 03-3580-3051  

※詳細ルートは現場調査等を含めて調整中

ポリエチレン管済（一部鋼管を含む）

ポリエチレン管等に変更予定（９月）（大循環ラインPE管化）

２
８ Ｈ7

処理水

バッファタンク
淡水化装置

（ＲＯ装置）

H９

D

H2

H４

H５

H６

E

H４東

H1

H1東

水処理設備

復水貯蔵タンク

炉注水主水源
変更に伴う循
環ループ変更

ポリエチレン管等に変更予定（１２月）（ＣＳＴ運用変更に合わせて実施） 遮水壁（イメージ） 

遮水壁先行削孔作業状況(2012/6/29～) 

・使用済燃料プール内の燃料の
取り出し開始（4号機、2年以
内）

・発電所全体からの追加的放出
及び事故後に発生した放射性
廃棄物（水処理二次廃棄物、
ガレキ等）による放射線の影
響を低減し、これらによる敷地
境界における実効線量1mSv/
年未満とする

・原子炉冷却、滞留水処理の安
定的継続、信頼性向上

・燃料デブリ取り出しに向けた
研究開発及び除染作業に着
手

・放射性廃棄物処理・処分に向
けた研究開発に着手

・全号機の使用済燃料プール内の
燃料の取り出しの終了

・建屋内の除染、格納容器の修復
及び水張り等、燃料デブリ取り出
しの準備を完了し、燃料デブリ取
り出し開始（10年以内目標）

・原子炉冷却の安定的な継続

・滞留水処理の完了

・放射性廃棄物処理・処分に向け
た研究開発の継続、原子炉施設
の解体に向けた研究開発に着手

使用済燃料プール内の燃料取
り出しが開始されるまでの期間
（２年以内）

・燃料デブリの取り出し完
了（20～25年後）

・廃止措置の完了（30～40
年後）

・放射性廃棄物の処理・処
分の実施

ステップ１，２ 第１期 第２期 第３期

現在（ステップ２完了） ２年以内 １０年以内 ３０～４０年後

＜安定状態達成＞
・冷温停止状態
・放出の大幅抑制

廃止措置終了までの期間
（３０～４０年後）

燃料デブリ取り出しが開始される
までの期間（１０年以内）

要員の計画的育成・配置、意欲向上策、作業安全確保に向けた取組（継続実施）

漏水に対して信頼性の高いポリエチレン製配管に換装中 

万一の海洋への汚染拡大防止のため遮水壁を設置中 

チラシ②
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３号機主蒸気隔離弁※室付近からの流水確認

注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全  

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

水の流れ

主蒸気隔離弁室

床ドレン
ファンネル

２号機Ｓ／Ｃ※内水位測定

多核種除去設備の
性能向上策

１号機原子炉建屋１階汚染状況調査を実施

取り組みの状況
◆１～３号機の原子炉圧力容器底部温度、原子炉格納容器気相部温度は、至近１ヶ月において約15℃～約35℃の範囲※１で推移しています。また、原子炉建屋

からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく
※２

、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。
※１  号機や温度計の位置により多少異なります。
※２  現在原子炉建屋から放出されている放射性物質による、敷地境界での被ばく線量は最大で年間0.03ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄと評価しています。これは、自然放射線による被ばく線量(日本平均：年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の約70分の1です。

2号機 3号機 4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

1号機

建屋カバー 使用済燃料
プール(SFP)

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉建屋(R/B)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室  
(S/C)

注水

ベント管

トーラス  
室

◆４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しを11/18より開始しております。1/29作業終了時点で、使用済燃料220体、未照射燃料22体を共用プールへ
移送しました。

３号機原子炉建屋１階北東エリアの主蒸気隔  
離弁室の扉付近から、近傍の床ドレンファン  
ネル（排水口）に向かって水が流れているこ  
とを1/18に確認いたしました。排水口は原  
子炉建屋地下階につながっており、建屋外へ  
の流出のおそれはございません。

流水の温度、放射性物質の分析結果、図面等  
による検討から、格納容器内の滞留水の可能  
性が高いと考えており、今後、室内の調査を  
行う予定です。

＜流水状況概略図＞

原子炉建屋の線量低減計画の具体化及び除染作業の実施に向け  
て、１２月より１号機原子炉建屋１階南側において、ガンマカ  
メラ※による線源調査を実施しております。

ガンマカメラによる撮影データの評価から、事故の際、格納容  
器ベントに用いた配管（蒸気が通過した配管）の表面の線量が  
高いことを確認しました。

※ガンマカメラ：
特定の方向からの放射線(ガンマ線)、対象表面までの距離を測定し、  
解析により表面の放射能の大きさを可視化する装置です。 ＜格納容器ベントに用いた配管周辺のガンマカメラ撮影データ＞

東西

北

南

撮影方向

格納容器ベントに用いた配管

※圧力抑制室(S/C)
非常用炉心冷却系の水源として用いる水を擁する大きなドーナツ状の部屋で
す。原子炉格納容器の下部に同容器を囲むように配置されているトーラス室
に収納されています。

２号機格納容器漏えい箇所の調査・補修に向け、  
圧力抑制室内の水位を外面より超音波で測定する  
技術により、1/14～16にかけて水位測定を行い、  
圧力抑制室内の水位とトーラス室の水位が同程度  
と確認いたしました。
水位の測定結果については、今後の原子炉格納容  
器の止水工法の検討に活用していきます。

多核種除去設備は、処理済み水からヨウ素など  
４つの放射性核種（トリチウム除く）が検出さ  
れておりますが、実験室（ラボ）での試験によ  
り、活性炭系吸着材等を用いれば、これら４つ  
の核種も検出限界値未満まで除去できることが  
確認されました。現在、実機の多核種除去設備  
に活性炭系吸着材を含む試験装置を接続し、実  
際の設備で除去ができることを確認中です。

＜実機での除去性能向上試験（インプラント通水試験）＞

処
理
済
水

移送タンク

鉄共沈
処理設備

炭酸塩共沈
処理設備

吸着塔

ポンプ

多核種除去設備

汚
染
水

（
Ｒ
Ｏ
濃
縮
塩
水
）

242/1533
移送済み燃料（体）

水の流れ

床ドレン
ファンネル

北

※主蒸気隔離弁：原子炉から発生した蒸気を緊急時に止める弁です。

※1,3号機S/C水位:未確認
4号機S/C水位12/12～14確認

トーラス室

Ｓ／Ｃ

監視装置

＜水位測定ロボット＞

測定装置

試験装置
活性炭系吸着材を充填

【東京電力からのお知らせ】福島第一原子力発電所１～４号機の状況について
平成2６年1月３０日現在
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初号機の燃料デブリの  
取り出し開始までの期  
間

１～４号機全ての廃止  
措置終了までの期間

◎平成25年６月27日の改訂にて、号機ごとの状況を踏まえたスケジュールを検討し、燃料取り出し・燃料デブリ※取り出しについて、現
場状況に応じて柔軟に対応出来るよう、号機ごとに複数のプランを準備しました。プランによっては、初号機の燃料デブリ取り出し開始
が当初の目標である平成33年１２月から約１年半前倒しの、平成32年度上半期となることを踏まえ、廃止措置等に関する研究開発計画
も見直しています。

◎平成25年11月18日、４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しを開始したことから、中長期ロードマップの第２期へ移行しています。

安定状態達成

ステップ１、２ 第２期 第３期

初号機の使用済燃料  
プールからの燃料取り  
出し開始までの期間

第１期

H25.11.18
１０年以内  
(～H33.12) ３０～４０年後

※燃料デブリ：燃料と被覆管等が溶けて再度固まったもの

◆圧力容器、格納容器内の調査を行い、燃料デブリの取
り出し方法を確立し、最も早いプランでは、当初の目
標である平成33年１２月から約１年半前倒しの、平
成32年度上半期までに燃料デブリ取り出し開始を目
指します。

燃料デブリ

作業台車

格納容器

燃料デブリ収納缶

カメラ、切断、  
掘削、把持、
吸引装置

天井クレーン

原子炉施設の解体

使用済燃料プールからの燃料取り出し

◆原子炉建屋上部のがれきを除去し、燃料取り
出し用カバー、天井クレーン、燃料取扱機を
設置し、使用済燃料を取り出します。

◆平成25年11月18日より４号機使用済燃料
プールからの燃料取り出しを開始しました。
第２期中には、全号機の燃料取り出しの完了
を目指します。

原子炉の冷却と滞留水の処理

◆燃料デブリの取り出し終了までは注水冷却を継続しな
がら、信頼性向上のため設備を継続的に改善します。

◆平成２７年３月までに建屋外の滞留水処理設備を経由
せず、建屋内の滞留水を原子炉へ注水する建屋内循環
ループの構築を目指します。

◆加えて、将来の燃料デブリ取り出しに向け、原子炉格
納容器を止水するまでに、原子炉注水冷却ラインの小
循環ループ（格納容器循環冷却）の構築を検討します。

燃料デブリの取り出し

◆必要な技術開発、制度の整備、廃棄物処分の見通しが得られて
いることを前提に、第３期で解体作業を行います。

伸縮管

福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの概要
（平成23年12月21日策定、平成24年７月30日、平成25年６月27日改訂）

H23.12

※格納容器からの取水後  
の系統構成は現状未確定  
（今後の検討事項）

４号機使用済燃料プール  燃料取り出し作業状況
(撮影日：平成25年11月18日)

貫通部

貫通部
圧力
容器

格納容器

使用済
燃料プール

止水

水張り
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1/4

２号機原子炉建屋１階床面の汚染
除去効果を検証

１号機原子炉建屋１階
汚染状況調査を実施

タンクエリアにおける対策の進捗

取り組みの状況
◆１～３号機の原子炉圧力容器底部温度、原子炉格納容器気相部温度は、至近１ヶ月において約20℃～約40℃の範囲※１で推移しています。また、原子炉建屋

からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく
※２

、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。
※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ 現在原子炉建屋から放出されている放射性物質による、敷地境界での被ばく線量は最大で年間0.03ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄと評価しています。これは、自然放射線による被ばく線量(日本平均：年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の約70分の1です。

３号機使用済燃料プール内
ガレキ撤去の開始
３号機使用済燃料の取り出しに向け、使用済燃料プー
ルからの大型ガレキ撤去を開始しました(12/17)。

撤去作業時におけるガレキの落下防止等の対策を行い、
安全を最優先に作業に進めております。

大型ガレキ撤去作業後は、燃料取出用カバーの設置、
使用済燃料プール内の細かなガレキの撤去を行った後、
燃料取出作業を実施する予定です。

2号機

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

3号機 4号機

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

燃料取り出し用カバー

1号機

建屋カバー 使用済燃料
プール(SFP)

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉建屋(R/B)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

圧力抑制室
(S/C)

注水

ベント管

トーラス
室

＜使用済燃料プール内ガレキ撤去作業状況＞

＜鋼材による嵩上げ状況＞

原子炉建屋の線量低減計画の具体化及び除
染作業の実施に向けて、１号機原子炉建屋
１階南側において、ガンマカメラ※による
線源調査を実施しております。

また、汚染浸透の有無を確認するため、今
後、床面を掘削しサンプルを採取する予定
としております。

建屋内作業時の作業員や機器の汚染等
を防ぐため、除染を実施しています。

汚染除去効果の検証により、全域に対
して２回の除染を行うこととします。

また、ブラシヘッド、ジェットヘッド
共に十分な効果を確認しましたが、わ
ずかながら効果が高かったブラシヘッ
ドを優先して使用します。

東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

２０１３年１２月２６日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

コンクリート
鋼材

ウレタン塗装

①金属製雨樋

③サポート

②固定金具

④塩ビ排水管

＜雨樋設置状況＞

注水

構台

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安全

第一
福島第一

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一
安全第一福島第一

◆４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しを11/18より開始しております。12/24現在、使用済燃料110体、未照射燃料22体を共用プールへ移送しました。

タンク周辺の堰から水が溢れ出るリスクを下げるため、既設のコ
ンクリート堰を約30cm嵩上げしております（12/28完了予定）。
今後、H26年３月を目標にコンクリート等による更なる堰の嵩上
げを行う予定です。

至近で堰からの漏えいを確認しておりますが、順次、堰内をウレ
タン樹脂により塗装しており、堰の水密性を向上してまいります。

また、タンク上部へ降り注いだ雨水が、堰内に流入して汚染する
のを防ぐため、雨どいを設置しております。過去に堰内で高い汚
染が確認された箇所について、12月中に雨どいの設置を行います。

＜調査装置イメージ＞

1階床面

ガンマカメラ

測定ロボット

線量計（床上150cm）

線量計
（床上5cm）

サンプル採取

※ガンマカメラ：
特定の方向からの放射線(ガンマ線)、対象
表面までの距離を測定し、解析により表面
の放射能の大きさを可視化する装置。

＜遠隔操作除染ロボット(名称：ラクーン)＞

中継ユニット

ジェットヘッド装着時の
走行ユニット

ブラシヘッド装着時の
走行ユニット

自治体説明資料
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Ⅰ．原子炉の状態の確認 
１．原子炉内の温度 

注水冷却を継続することにより、原子炉圧力容器底部温度、格納容器気相部温度は、号機や温度

計の位置によって異なるものの、至近１ヶ月において、約 20～40 度で推移。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．原子炉建屋からの放射性物質の放出 

１～４号機原子炉建屋から新たに放出される放射性物質による、敷地境界における空気中放射性

物質濃度は、Cs-134 及び Cs-137 ともに約 1.3×10-9ベクレル/cm3と評価。放出された放射性物質に

よる敷地境界上の被ばく線量は 0.03ｍSv/年（自然放射線による年間線量（日本平均約 2.1mSv/年）

の約７０分の１に相当）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他の指標 

格納容器内圧力や、臨界監視のための格納容器放射性物質濃度（Xe-135）等のパラメータについ

ても有意な変動はなく、冷却状態の異常や臨界等の兆候は確認されていない。 

以上より、総合的に冷温停止状態を維持しており原子炉が安定状態にあることが確認されている。 

 
Ⅱ．分野別の進捗状況 

１．原子炉の冷却計画 

～注水冷却を継続することにより低温での安定状態を維持するとともに状態監視を補完する取組を継続～ 

 ２号機サプレッションチェンバ（Ｓ／Ｃ）への窒素封入 
・ Ｓ／Ｃ上部における残留水素の有無を確認するため、２回目の窒素封入試験を実施（10/16～

11/11）。Ｓ／Ｃ内水素濃度は 0%と評価（今後Ｓ／Ｃへの窒素封入は実施しない予定）。 

 

２．滞留水処理計画 

～地下水流入により増え続ける滞留水について、流入を抑制するための抜本的な対策を図るとともに、水処理施

設の除染能力の向上、汚染水管理のための施設を整備～ 

 原子炉建屋等への地下水流入抑制 
・ 地下水バイパス揚水井 No.5～12 において、全β及び H-3 濃度を継続的に測定。大きな変動は確

認されていない。 

・ １～４号機建屋周辺への凍土遮水壁設置に向け、平成 25 年度｢汚染水処理対策事業（凍土方式

遮水壁大規模整備実証事業）｣（資源エネルギー庁）において 11/27 より現地調査・測量・ヤー

ド整備等を実施中。 

・ サブドレン設備の H26 年 9 月末の稼働開始に向け、12/24 時点で 11 箇所中、3 箇所の新設ピッ

ト掘削が完了。また、復旧予定の既設ピットの水質分析を実施中。 

 多核種除去設備の運用状況 
・ 放射性物質を含む水を用いたホット試験を順次開始し（Ａ系：3/30～、Ｂ系：6/13～、Ｃ系：

9/27～）、これまでに約 34,000m3を処理（12/24 時点）。 

・ Ａ系は、6月に発生した腐食等の再発防止対策の有効性確認のため、11/29 より停止。点検の結

果、対策の有効性を確認し、12/19 より処理再開。今後、電源盤点検のため１月下旬に停止予

定。 

・ Ｂ系は、全系統の制御系改造（運用性向上）のため 12/11 に一時停止し、12/13 より処理再開。

今後、腐食対策の有効性確認のため 1月下旬に停止予定。 

・ Ｃ系は、12/1 に塩酸供給ポンプ出口フランジ部からの塩酸のにじみを確認し、循環待機運転と

していたが、12/6 に塩酸供給ポンプを交換し処理運転に移行。全系統の制御系改造（運用性向

上）のため 12/10 に一時停止し、12/13 より処理再開。 

 Ｈ４エリアタンクの漏えいによる影響調査 
・ タンク近傍の観測孔 E-1 の全β濃度上昇を受け、E-1 周辺の汚染土壌の除去、E-1 周辺に設置し

たウェルポイントからの水の試験汲み上げを実施し、全β濃度、トリチウム濃度の低下を確認。

その後、12/10 より間欠運転を実施した結果、全β濃度は横ばい傾向（約 1～2 万 Bq/L）、トリ

チウム濃度は低下（約 40 万 Bq/L→約 1万 Bq/L）することを確認。（図 1参照） 

・ 今後も濃度を確認しながら間欠運転を継続。 

 タンクエリアの雨水対策 
・ タンクエリアからの溢水対策として、既設のコンクリート堰の鋼材による嵩上げ（30cm）を実

施（12/28 完了予定）。また、順次、堰内をウレタン樹脂により塗装し、堰の水密性を向上。 

・ 堰内で高線量汚染が確認された箇所について、タンク天板へ雨どいを設置（12/27 完了予定）。 

・ Ｈ５タンクエリア、Ｇ６タンクエリアの堰から水が漏えいしていることを確認（12/21、22）。

また、Ｈ４タンクエリア、Ｈ４東タンクエリア堰内の水位低下（12/24）、Ｈ４タンクエリア堰

内の水の漏えいを確認（12/25）。それぞれ、速やかに堰内の水を汲み上げるとともに、漏えい

箇所と思われる打継ぎ部について止水処理を実施。引き続き、応急対策として類似箇所の止水

処理を行うとともに（～12/27予定）、計画的にコンクリート基礎部のウレタン塗装を実施する。

（～2/上旬予定）（図 2参照） 

 主トレンチの汚染水浄化、水抜き 
・ ２、３号機の主トレンチ浄化について、12/17 より２塔目の吸着塔を用いた浄化を開始。H26 年

4 月の水抜きに向け、カメラ観測用孔の削孔を開始（12/24～）しており、1 月より凍結管削孔

を行う予定。 
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格納容器気相部温度 

※トレンドグラフは複数点計測している温度データの内、一部のデータを例示 

原子炉圧力容器底部温度 

１～４号機原子炉建屋からの放射性物質（セシウム）による敷地境界における年間被ばく線量

（注）線量評価については、施設運営計画と月例報告とで異なる計算式及び係数を使用していたことから、2012 年 9 月に評価方法の統一を図っている。 

   ４号機については、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を踏まえ、2013 年 11 月より評価対象に追加している。 

（参考） 

※周辺監視区域外の空気中の濃度限度： 

[Cs-134]：2×10-5ベクレル/cm3、 

[Cs-137]：3×10-5ベクレル/cm3 

※１Ｆ敷地境界周辺のダスト濃度「実測値」： 

[Cs-134]：ND（検出限界値：約 1×10-7ベクレル/cm3）、 

[Cs-137]：ND（検出限界値：約 2×10-7ベクレル/cm3） 

 

原子炉注水温度： 
1号機 

2号機 

3号機 

気 温  ： 
1号機 

2号機 

3号機

原子炉注水温度： 

  気 温  ： 
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３．放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 

～敷地外への放射線影響を可能な限り低くするため、敷地境界における実効線量低減（Ｈ24 年度末までに１

mSv/年）や港湾内の水の浄化～ 

 １～４号機タービン建屋東側における地下水・海水の状況 
・ １号機取水口北側護岸付近地下水の至近の放射性物質濃度は概ねトリチウム：検出限界値未満

～105Bq/L、全β：検出限界値未満～102Bq/L。トリチウム検出の原因調査のため追加の観測孔を

設置。下層（観測孔 No.0-3-2）で高いトリチウムが検出されているため、当該観測孔より 1～

2m3/日の汲み上げを実施（12/11～13、16～継続）しているが、低下は確認されていない。護岸

近傍で高濃度であることからくみ上げを継続。 

・ １、２号機取水口間護岸付近地下水の至近の放射性物質濃度は概ねトリチウム：102～105Bq/L、

全β：検出限界値未満～106Bq/L。地下水観測孔 No.1-16 の全β放射性物質濃度は高い濃度で上

昇傾向のため、観測孔より 1～2m3/日の汲み上げを実施（12/13、16）したが地下水量が少ない

ため中止。別の回収用井戸を設置予定。 

・ ２、３号機取水口間護岸付近の護岸海側の地盤改良が完了（12/12）。地下水の至近の放射性物

質濃度は概ねトリチウム：103Bq/L、全β：101～104Bq/L。地下水観測孔 No.2-6 の全β放射性物

質濃度が上昇（104～105Bq/L）しているため、放射性物質濃度が高いウェルポイント北側におい

て汲み上げを実施（2m3/日（12/4～8）、5m3/日（12/10～12））し、2 号機タービン建屋に移送。

しかしながら、全β濃度が依然として高レベルにあるため、2m3/日で汲み上げ継続中。 

・ ３、４号機取水口間護岸付近地下水の至近の放射性物質濃度は概ねトリチウム：検出限界値未

満～103Bq/L、全β：検出限界値未満～101Bq/L で変動は見られていない。 

・ 港湾内の海水中の放射性物質濃度は至近１ヶ月で有意な変動はなく、沖合での測定結果につい

ては引き続き有意な変動は見られていない。 

 構内排水路の状況 
・ Ｂ、Ｃ排水路で放射性物質が検出されていることを受けて、Ｂ、Ｃ排水路の上流側及びＡ、Ｋ、

物揚場排水路において測定を実施。部分的に比較的高い放射性物質が検出されたため、排水路

を順次清掃し、放射性物質の除去を実施中。 
 

４．使用済燃料プールからの燃料取出計画 

～耐震・安全性に万全を期しながらプール燃料取り出しに向けた作業を着実に推進。４号機プール燃料取り出

しは平成 25 年 11 月 18 日に開始、平成 26 年末頃の完了を目指す 

 ４号機使用済燃料プールからの燃料取り出し 
・ 11/18 より、使用済燃料プールからの燃料取り出し作業を開始。 

・ 12/24 時点で、使用済燃料 110 体、新燃料 22 体を共用プールへ移送済み。 

・ S57 年に誤ってハンドル／チャンネルボックスを変形させた燃料集合体（1体）の構内用輸送容

器での取扱検討のため、変形の程度を確認予定（12/26、27）。 

 ４号機原子炉建屋の健全性確認 
・ ７回目の定期点検を実施し(11/26～12/18)、「原子炉建屋」及び「使用済燃料プール」が健全な

状態であることを確認。 

 ３号機使用済燃料取り出しに向けた主要工事 
・ 12/17 より使用済燃料プール内のガレキ撤去作業を開始。H26 年 2 月上旬までに鉄筋・デッキプ

レートの撤去完了予定。その後、マスト・屋根トラス、燃料交換機を撤去予定。 

・ プール内ガレキ撤去作業の準備中に発生した水中カメラの落下（11/28）について、原因調査・

再発防止対策（警報機能の追加等）を実施（～12/10）。 

・ 燃料取り出し用カバーの設置にあたり、オペフロ瓦礫撤去後に、建屋躯体状況調査を実施中

（12/19～1 月下旬）。本調査により、新たな損傷が判明した際には追加評価を行う予定。 

 １号機原子炉建屋の躯体状況調査（機器ハッチ廻り） 
・ 調査結果を耐震安全評価に反映し、燃料取り出し方法を検討するため、遠隔操作で機器ハッチ

廻りの建屋躯体を撮影し、各階の壁面に大きな損傷がないことを確認（12/4、5）。（図 3参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．燃料デブリ取出計画 

～格納容器へのアクセス向上のための除染・遮へいに加え、格納容器漏えい箇所の調査・補修など燃料デブリ

取り出し準備に必要となる技術開発・データ取得を推進～ 

 １、２号機原子炉建屋における３Ｄレーザスキャン 
・ １、２号機原子炉建屋内での作業を行う上で必要となる干渉物評価、除染・遮へい設置計画に

活用するため、計測機器を搭載した遠隔操作装置を自走させて 3D レーザスキャンを行い、原子

炉建屋内の３Ｄデータを取得。（１号機原子炉建屋１階：12/16～1 月中旬、２号機原子炉建屋

１階：12/9～1 月下旬、２号機トーラス室：1月上旬～1月下旬） 

図 1：観測孔Ｅ－１の放射性物質濃度 

図 3：1 号機 機器ハッチに面する西側壁面(中央部)（左から順に４階、３階、２階） 
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【H5タンクエリア堰内の補修状況】 

【ウレタン塗装実施後のH2南タンクエリア】 

Ｈ４エリア周辺
（E-1）
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止水処理後

図 2：タンクエリアの雨水対策 
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 １～３号機原子炉建屋１階除染・遮へい作業 
・ 建屋内作業時の作業員や機器の汚染等を防ぐため、２号機原子炉建屋１階の除染を実施中

（11/28～）。汚染除去効果を検証した結果、全域に対して２回の除染を計画。また、ブラシヘ

ッド、ジェットヘッド共に十分な効果を確認したが、わずかながら効果が高かったブラシヘッ

ドを優先して使用することとし、状況に応じてジェットヘッドも使用予定。 

 １～３号機原子炉建屋の汚染状況調査 
・ 今後の線量低減計画の具体化及び除染作業の実施に向け、１号機原子炉建屋１階南側において、

γカメラによる線源調査を実施（12/22～12/24）。 

 燃料デブリ取り出し代替工法についての情報提供依頼 （RFI） 
・ 燃料デブリ取り出しに向けた代替工法の設計及びそのために必要となる技術に関する情報を幅

広く求めるために、「燃料デブリ取り出し代替工法についての情報提供依頼（RFI）」を国際廃炉

研究開発機構（IRID）にて実施中。1/31 までにご提供いただく情報に基づき、提案公募（RFP）

の項目及び仕様を検討。 
 

６．固体廃棄物の保管管理、処理・処分、原子炉施設の廃止措置に向けた計画 

～廃棄物発生量低減・保管適正化の推進、適切かつ安全な保管と処理・処分に向けた研究開発～ 

 ガレキ・伐採木の管理状況 
・ 11 月末時点でのコンクリート、金属ガレキの保管総量は約 71,000m3（エリア占有率：77%）。伐

採木の保管総量は約 71,000m3（エリア占有率：56%）。 

 水処理二次廃棄物の管理状況 
・ 12/24 時点での廃スラッジの保管状況は 597m3（占有率：85%）。使用済ベッセルの保管総量は 708

体（占有率：28%）。 

 廃棄物の中長期分析計画 
・ 「固体廃棄物の処理・処分に関する基本的な考え方の取りまとめ（H29 年度末）」に向けて、年

間 50 試料の分析を計画しており、検出限度を下げて詳細な分析を行う。 
 

７．要員計画・作業安全確保に向けた計画 

～作業員の被ばく線量管理を確実に実施しながら長期に亘って要員を確保。また、現場のニーズを把握しなが

ら継続的に作業環境や労働条件を改善～ 

 要員管理 
・ １ヶ月間のうち１日でも従事者登録されている人数（協力企業作業員及び東電社員）は、8 月

～10 月の 1ヶ月あたりの平均が約 8,400 人。実際に業務に従事した人数は 1ヶ月あたりの平均

で約 6,200 人であり、ある程度余裕のある範囲で従事登録者が確保されている。 

・ 1 月の作業に想定される人数（協力企業作業員及び東電社員）は、１日あたり約 3,510 人程度※

と想定され、現時点で要員の不足が生じていないことを確認。なお、今年度の各月の平日１日

あたりの平均作業員数（実績値）は約 3,000～3,500 人規模で推移（図 4参照）。 
 

・ 11 月時点における地元雇用率（協力企業作業員及び東電社員）は約 50％。 

 労働環境改善に向けた取組 
・ 作業員の方を対象とした労働環境全般についてのアンケート調査を実施（10/9～11/12）。3,304

人の作業員の方から回答（回収率 84.3%）を得た。主なご意見として、「全面マスク着用に伴う

作業性低下」、「食事環境の整備」があり、それぞれ「タンクエリア周辺の全面マスク着用省略

可能エリア化（H27 年度末）」、「給食センターの設置（H26 年度末）」により改善に努める予定。 

 

 インフルエンザ・ノロウイルスの発生状況 
・ 今年度は 12/20 までに、インフルエンザ感染者が 1人、ノロウイルス感染者が 9人。引き続き

感染予防対策の徹底に努める。（昨年度累計は、インフルエンザ感染者が 204 人、ノロウイル

ス感染者が 37 人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８．その他 

 福島第一原子力発電所の緊急安全対策 
・ 11/8 に公表した「福島第一原子力発電所の緊急安全対策」について、敷地内の除染計画や４号

機燃料取り出し作業の被ばく低減に向けた検討状況等を取りまとめ公表（12/11）。 

・ ハード面・ソフト面及び現場のモチベーション向上に関する総合的な対策（暫定事務棟の設置

（H26/6～）や大型休憩所の設置（H26/12～）など）について、優先順位をつけて迅速に実施中。 

 廃炉に向けた研究開発計画と基盤研究に関するワークショップ 
・ 中長期ロードマップを踏まえ、大学・研究機関等において取り組むことが期待される基盤研究

を摘出・創出することを目的としたワークショップ（文科省・IRID 共催）について、第 6回関

西・西日本地域②（12/20）を神戸にて、第 7 回中部・北陸地域（12/25）を福井県にて開催。

今後、第 8回（名古屋、1/8）及び第 9回関東地域③（1/22）を開催予定（全 9回）。 

 ＩＡＥＡの廃炉レビューミッション 
・ 福島第一原発の廃炉に向けた取組に関するレビューを行うため、本年 4月に続き 2回目の IAEA

（国際原子力機関）調査団が訪日（11/25～12/4）。調査団は、前回のミッションと比較して、

日本政府と東京電力はより積極的な姿勢で福島第一原発の多くの困難な課題に取り組んでいる

と評価。 

 廃炉・汚染水問題に関する予防的・重層的な追加対策 
・ 本年９月に決定した基本方針を踏まえ、年内にとりまとめることとした予防的・重層的な追加

対策について、国内外からの技術提案（７８０件）も踏まえ、汚染水処理対策委員会（12/10）

で報告書をまとめ、廃炉・汚染水対策チーム会合（12/18）での討議を経て、原子力災害対策

本部（12/20）で決定。汚染水に係るリスクを洗い出し、汚染水を「取り除く」対策、汚染源

に水を「近づけない」対策、汚染水を「漏らさない」対策のそれぞれについて、予防的・重層

的な対策として、追加して実施すべき対策や技術を抽出し、技術的難易度の高いものについて

は国の財政措置も考慮して対策の全体像を示した。 

 

図 4：平成２５年度各月の平日１日あたりの平均作業員数（実績値）の推移 

＊：契約手続き中のため 1 月の予想には含まれていない作業もある。 
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